
地方創生 の 取組み

当行では2015年1月より地方創生に関する体制整備を行い、地方創生担当部を設けるとともに全店の支店長を地方
創生サポーターに任命して各地方公共団体の地方版「総合戦略」の実現を支援しております。

地方創生応援融資や移住・定住促進ローンなどの専用商品を取扱っているほか、東京・大阪・岡山・広島に移住定住相
談窓口を設置し、関係人口の増加に取り組むなど、地域と連携したさまざまな取組みを実施しております。

　2022年2月、米子市、米子信用金庫と協働して「よなご住んで楽しいまちづくりファンド」を設立しました。
　2022年2月に出資を行った第1号案件では、株式会社GOODGROW（代表 亀井 智子）のカフェ・小売・レンタルス
ペース事業を支援しました。
　米子市元町通りにあった旧「稲田薬局」の空き店舗を活用した同社は、2022年4月に「goods & café みっくす」を
オープンしました。
　建物の1階でカフェとギフトショップを運営し、2階は地域のイベント等で活用できるレンタルスペースを提供すること
で、幅広い世代の人が集まる店舗へとリノベーションされました。

■「よなご住んで楽しいまちづくりファンド」を通じた支援

地元の個人事業者による商品の委託販売 イベントに活用できるレンタルスペースオープニングセレモニーの様子

故郷とっとり
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伴走支援

　当行では、これまでの地方創生施策のなかで、ジビエ産業化支援やインキュベーション複合施設「隼Lab.」の運営・入居事
業者支援、地域連携DMO「麒麟のまち観光局」による観光振興、倉吉観光まちづくり支援、「とっとりまちづくりファンド」等
を活用した遊休不動産のリノベーション支援などに取組んでまいりました。こうした好事例を地域へ横展開していくほか、そ
れぞれの自治体の課題解決につながる施策提案などを実施してまいります。

地域経済活性化に向けた地方創生の取組み
■�頭取直轄の「地方創生プロジェクトチーム」の 

設置
　当行では、新型コロナウイルス感染拡大の影響
を受けた地域経済を支えることを目的に、2021年
4月に頭取直轄のプロジェクトチームを設置しまし
た。新たに地方創生担当役員を任命したほか、人
員を増員して体制を整備し、今後は、自治体や大
学、産業界等とも連携した施策を企画・立案し、迅
速な意思決定のもと実現に向けた取組みを進め
ていくことで、地域活性化につなげてまいります。
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従業員 への 取組み

当行では、人財育成を通じた地方創生への貢献に取り組むとともに、働きやすく、働きがいのある職場づくりに向けた 
さまざまな取り組みを実践しております。

■コンサルティングバンクを目指した組織構成へ
　当行の目指す姿である「コンサルティングバンク」の実現に向け、23年ぶりに人事制度を改定しました。
　コース別人事制度・資格、人事考課制度、給与体系等を刷新することで、挑戦する風土を醸成し、お客さま・地域社会
の発展に貢献できる人財を育成してまいります。

【キャリアスキル認定制度】
　行員の自律的なキャリア形成を促進するため、検定試験や実績等を加味した基準を設定し、業務におけるスキ
ル認定を行う制度を導入しました。行員は「キャリア申告制度」によって挑みたい職務を選択し、自立的なスキルア
ップを行うことで、スキル認定を目指します。

スキル認定レベル

　このうち、「エキスパート」「スペシャリスト」を“プロフェッショナル人財”と呼称し、中期経営計画の計数目標にも
掲げております。
行内プロフェッショナル人財の目標：110人（23年度末）

・60才の定年まで一貫した資格・賃金体系に変更
・個々の働き方に合わせて、転居を伴う異動の可否の事前申告を制度化
・個々の目指すキャリアに合わせた研修やOJTを実施
・ＤＸ推進による働き方改革、リモートワークの環境整備

■ダイバーシティを実現し、「やりがい」をもって成長できる職場環境へ
　当行の「人財育成プラン」に掲げるダイバーシティを推進し、行員の成長をサポートする体制を拡充することで、生涯

「やりがい」を持って成長できる職場環境を整備します。

2020年度 2021年度 2024年度(目標)
21.0％ 22.5％ 25％

管理監督職に占める女性割合
■働きやすく、働きがいある職場づくり

●女性活躍推進の取組み
　職場において多様な人財が活躍できる環境を整備す
ることを目的に、管理監督職に占める女性の割合を高
める取組みを行い、2021年度は22.5％となりました。

●有給休暇の取得促進
　ワークライフバランスの実現のための有給休暇の取得促進に取組んだ結果、2017年度は55％だった有給休暇取得
率は、2021年度で65％まで上昇しました。今後は、ワークライフバランス向上への体制整備と更なる意識改革の促進
のため、2024年度における有給休暇取得率を正規・非正規職員ともに70％以上にする目標を定めております。
※有休取得率 ： 有給休暇取得日数÷付与日数
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